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第１章 経営戦略策定について 

 

１ 事業の概要 

 甲府市農業集落排水事業は、古関町、梯町において旧上九一色村が汚水処理施

設、中継ポンプ施設及び管路施設を整備し、汚水等を処理することにより、農村

地域の農業用排水及び河川の水質保全を図るとともに、生活環境の保全及び公

衆衛生の向上に資することを目的として、平成 9年度より供用を開始しました。 

現在管理している施設としては、汚水処理施設 1 施設、中継ポンプ施設 10 施

設の他、管路施設 8,158m となっており、汚水処理状況としては、汚水処理区域

面積が 13ha に対して、汚水処理人口が 224 人となっています。（令和 2 年度末） 

 

２ 経営戦略の策定について 

 事業の効率化と健全化を図り、事業を安定的に継続していくための中長期的

な経営の基本計画が経営戦略になります。総務省から健全経営を図るべく経営

戦略の策定の要請があり、経営戦略の策定により、経営の基盤の強化と財政マネ

ジメントの向上を図ることが求められています。 

 将来的な事業の収支においては、汚水処理施設、中継ポンプ施設及び管路施設

の老朽化などに伴い、修繕費等の維持管理費用の増加が見込まれ、少子高齢化に

よる人口減少や流入人口の停滞、後退などによる使用料金収入の漸減により、経

営環境は更に厳しくなることが予想されます。 

 このような厳しい経営環境の変化に適切に対応し、中長期的な視野に基づく

事業実施を行うことが必要であるため、経営の基本計画として経営戦略の策定

を行います。 

 

３ 計画期間 

 令和 4 年度～令和 13 年度（10 年間） 

 

４ 策定方針 

 経営戦略は、収入状況を踏まえた計画の実施及び汚水処理施設、中継ポンプ施

設及び管路施設の維持管理を行ううえでの事業の効率化と健全化を図るととも

に、投資と財源の中長期的な収支計画書として策定します。 

 

５ 策定の見直し 

 経営戦略は、事業を安定的に継続していくための中長期的な経営の基本計画

であることから、年度ごとに進捗管理を行い、経営戦略策定後に地方公営企業法

の適用や国の交付金を受けて実施する新たな事業計画等があった場合には、必

要に応じて見直しを行います。 
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 また、本市では、「甲府市使用料・手数料の見直し基本方針」による使用料の

見直しを 3 年ごとに行っており、見直しの結果を経営戦略へ反映します。 

 

第２章 事業の現状 

１ 行政人口 

 甲府市の行政人口は、令和 2 年度末で 186,436 人となっており、5 年前の平

成 27 年度末の 191,659 人から 5,223 人、2.7％の減少となっています。 

 本市の将来人口については、「甲府市人口ビジョン（令和 2 年改訂版）」による

と、計画最終年度である令和 13 年度の行政人口は、173,380 人と推計されてお

り、令和 2 年度末と比べ 13,056 人、7.0％の減少となる見込みです。 

 事業区域内人口は、令和 2 年度末で 224 人となっており、5 年前の平成 27 年

度末の 259 人から 35 人、13.5％の減少となっています。 

 

２ 事業区域 

 事業区域は、旧上九一色村地域であり、区域内には、古関町、梯町があります。 

 事業区域面積（認可区域＝受益面積）は、13ha であり、管路総延長は 8,158m

です。また、事業区域内には、農業用排水路や一級河川芦川を含んでいるため、

快適な生活環境の確保はもとより、水路や河川の水質保全に努めなければなり

ません。 

 

３ 農業集落排水施設の管理状況 

 現在は、汚水処理施設 1 施設、中継ポンプ施設 10 施設の他、管路施設 8,158m

の維持管理を行っています。維持管理は、浄化槽法に基づく保守点検、清掃、法

定検査を実施し、その結果に基づき、必要に応じた修繕を行い、機能の保全に努

めています。 

 

４ 市組織の状況 

 本事業の維持管理業務は、産業部農林振興室農政課で行っており、5 名の職員

のうち農業集落排水施設担当として 1 名を事業の業務担当としています。 

 

５ 事業対象となる農業集落排水施設 

 事業で管理する農業集落排水施設は、各家庭のし尿及び生活雑排水の処理の

ため、甲府市で設置した雨水を排除した分流式の公共桝から下流の管路施設、中

継ポンプ施設及び汚水処理施設を対象としています。 

 

６ 事業の収支状況 

 令和 2 年度収益的収支決算を見ると、歳入のうち農業集落排水施設使用料の
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割合は、18.3％であり、歳入のうち 81.7％を一般会計からの繰入金に頼ってい

る状況です。 

また、維持管理費用 9,863 千円（委託料 5,752 千円［保守点検：2,023 千円、

汚泥処理：1,430 千円、維持管理：132 千円、最適整備構想 2,167 千円］、事業

器具修繕 1,135 千円、その他 2,976 千円［光熱水費 2,133 千円、電信電話料 423

千円、賃借料他 420 千円］）に対する農業集落排水施設使用料 5,737 千円の割合

は、58.2%という状況です。 

 経営戦略の最終年度である令和 13 年度においては、一般会計からの繰入金が

13,054 千円となり、令和 2 年度決算額 23,665 千円と比べ 10,611 千円減少する

見込みです。主たる要因は、地方債償還金が令和 9 年度以降、減少することによ

るものです。また、最適整備構想に基づく農業集落排水施設の新たな改築、修繕

費用については令和 6 年度と後期に増加が見込まれます。 

 経営の現状については、別紙経営比較分析表のとおりです。 

第３章 経営の基本方針 

本事業については、古関町及び梯町の農業用水、農村生活環境の改善と併せて、

公共用水域の水質保全を図っており、環境への配慮はこれまでと同様に求めら

れると考えます。 

今後については、事業区域内の人口減少による使用料収入の減少や施設の老

朽化等の進行による修繕費等の維持管理費用の増加が見込まれ、大変厳しい経

営環境を迎えることが想定されます。 

このため、管理する処理施設、ポンプ施設及び管路施設について、令和元年度

に機能診断を実施し、その結果を活用して、令和 2 年度に改築、補強及び修繕に

よる施設、設備等の長寿命化を図りながら、適切な維持管理を目指すための、農

業集落排水施設最適整備構想を策定したところであります。本事業を継続する

ためには、今後も一般会計からの繰入金が必要不可欠となりますが、本市の厳し

い財政状況を踏まえ、繰入金額を少しでも低減できる事業運営が必要となりま

す。 

こうしたことから、経費の削減や業務の効率化などについても検討する中で、

円滑で無駄のない組織運営と行政サービスの適正な水準の確保に留意しながら、

健全な事業経営に努めることとします。 

なお、平成 8 年度に農業集落排水事業における建設工事が終了しており、新

規の設備投資計画はありません。 

 

第４章 投資・財政計画 

 投資・財政計画は、別紙様式第 2 号のとおりです。 

 












